
大熊町障害者基幹相談支援センター設置・運営業務委託仕様書（案） 

 

１．基幹相談支援センターの設置場所及び名称 

   設置場所  双葉郡内 

   名  称  基幹相談支援センター ふたば 

 

２．業務内容等 

  基幹相談支援センターの設置・運営に関する業務内容等については、次のとおりとす

る。 

 

（１） 総合的・専門的な相談支援 

    ①障害の種別や各種ニーズに対応できる総合的な相談支援や専門的な相談支援を

実施する。 

     困難事例（解決困難・支援困難等）への対応を含む。 

     

 （２） 地域の相談支援体制の充実・強化 

    ①地域の相談支援事業者（相談支援専門員）に対する訪問等による専門的な指 

導、助言等を実施する。 

    ②地域の相談支援事業者（相談支援専門員）の人材育成に関する支援（研修会の

企画・運営、日常的な事例検討会の開催等）を実施する。 

        ③関係機関（地域の相談支援事業者、児童発達支援センター、民生委員、高齢者、

児童、保健・医療、教育・就労等に関する各種相談機関等）との連携・ネット

ワーク強化を図る。 

 

 （３） 地域移行・地域定着の促進への取り組み 

    ①障がい者支援施設及び精神科病院等へ入所・入院している障がい者への地域移

行に向けた働きかけ、普及啓発を実施する。 

    ②地域生活を支えるための体制整備に係るコーディネート（関係機関との調整等）

を実施する。 

 

 （４） 権利擁護・虐待の防止への取り組み 

    ①成年後見制度等利用のための普及啓発活動を実施する。 

    ②障がい者虐待の防止及び養護者に対する支援に関する広報・啓発を実施する。 

  

 （５） その他 

    ①必要に応じ、町村が開催する個別支援会議等に参画する。 

    ②メール等を活用し入所施設や通所事業所の利用状況（空き情報）等を相談支援 

事業所等に発信する。 

    ③その他、町村と受託者の協議により、必要と認める業務を実施する。 

 

３．職員体制、資格等 

（１）基幹相談支援センターに従事する職員を４名以上配置すること。 

（２）業務責任者として、管理業務に従事する管理者を置くこととする。管理者は、基 



幹相談支援センターの従事者とする。 

（３）職員の具体的な要件は次のとおりとする。 

①管理者１名 

基幹相談支援センター業務を管理できる者で、窓口開設時間中常に連絡調整が可 

能な者とする。基幹相談支援センターの従事者とする。 

②相談支援専門員３名以上（常勤換算） 

・社会福祉士、保健師、精神保健福祉士等、基幹相談支援センターを運営するた 

めに必要と認められる能力を有する者を１名以上配置する。 

（４）窓口開設時間中は、原則、最低１名以上の職員を事務所に残し業務に対応できる 

体制とするこ。 

（５）受託者は、契約締結後すみやかに、職員名簿を８カ町村に提出すること。また、 

異動があったときは、速やかに異動届を８カ町村に提出すること。 

 

４．職員の責務 

（１）職員は、相談者及び相談世帯に関する個人情報の保護に万全を期すものとし、そ 

  の業務上知り得た秘密を漏らしてはならない。 

（２）職員は、資質の向上を図るため各種研修会への参加や他の職種との交流等あらゆ 

る機会をとらえ、自己研鑽に努めるものとする。 

 

５．運営時間等 

（１）窓口の開設時間は次のとおりとする。 

①月～金曜日午前８時３０分から午後５時１５分まで 

なお、国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休日及 

び１２月２９日から翌年１月３日までの日〔国民の祝日に関する法律（昭和２３ 

年法律第１７８号）に規定する休日〕を除く。 

②運営時間外においても緊急時の対応や虐待通報受理ができる体制を構築すること。 

（なお、携帯電話等による体制でも可とする。） 

６．施設の設備 

（１）基幹相談支援センターの設置、運営に係る設備類及びその他の設備類に関する経

費は、委託料に含まれるものとする。 

（２）基幹相談支援センターで使用するパソコン５台、プリンター１台、鍵付書庫４台、

事務机４台、事務椅子４脚、テーブル１台、椅子４脚は、現在利用しているものを

引き継いで利用すること。 

（３）自動車配備に関する費用や自動車運用に係る交通事故等の損害金、その他自動車 

  整備に関する一切の責任は受託者が負うものとし、その他の設備類等に係る契約に 

ついても８カ町村は一切関与しないものとする。 

 

７．各種記録及び帳簿等の整備 

   基幹相談支援センターの設置・運営に関する各種記録及び帳簿等の整備については、

次のとおりとする。 

 

 （１） 各種記録等の整備 

    ①相談受付票 

    ②相談記録票 



    ③日報 

    ④８カ町村との打ち合わせ等に関する記録 

    ⑤その他、８カ町村が必要と認める記録 

 

 （２） 帳簿等の整備 

    ①収支予算書 

    ②収支決算書 

    ③委託費に係る支出の詳細が分かるもの（領収書等） 

    ④業務委託関係書類（見積書、契約書、実績報告書、完了報告書） 

    ⑤その他、８カ町村が必要と認める帳簿 

 

 （３） 報告・資料提供等 

    受託者は、各種記録及び帳簿等を適正に管理するとともに、常に相談状況及び経 

理状況を明らかにし、８カ町村の指示により、報告・資料提供等を行うものとす 

る。 

 

 （４） 保存 

    受託者は、各種記録及び帳簿等について、委託業務完了の日から５年間保存しな

ければならない。 

 

８．連絡会議 

  受託者は、８カ町村との間で定期（月１回程度）に連絡会議を開催し、「事業計画書」、

「相談受付票」、「相談記録票」及び「日報」等に基づき、運営上の留意点及び情報の

共有等を図るものとする。 

  なお、連絡会議の日程及び会議室の確保等については、８カ町村と受託者の協議によ

り、その都度決定するものとする。 

 

９．留意事項 

 （１）苦情の対応 

①苦情対応の責任者及び担当者、その連絡先を掲示するなど明らかにし、利用者等 

から苦情の申立てがある場合は、迅速かつ誠実に対応すること。 

②苦情及び対応の内容について記録すること。 

③利用者等が苦情申立て等を行ったことを理由に不利益な取扱いをしないこと。 

（２）事故発生時の対応 

利用者等に対し、業務の提供により事故が発生した場合、８カ町村、当該利用者 

の家族等連絡を行うとともに、必要な措置を講じること。また、事故の状況、処置 

について記録しなければならない。 

（３）損害の賠償 

受託者は、仕様書の各条項に違反し、又は法及び民法その他の関係法令に違反し、 

利用者又はその家族の生命、身体、財産に損害を与えた場合には、その損害賠償の 

義務を負う。ただし、受託者に過失がない場合は、８カ町村との協議により解決す 

る。 

（４）秘密の保持 

法第７７条の２第５項の規定に基づき、基幹相談支援センターの設置・運営によ 



   り知り得た秘密を漏らしてはならない。また、その職務を退いた後も同様とする。 

（５）障害者差別の解消 

業務の実施にあたっては、障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平 

   成２５年法律第６５号）を遵守するとともに、障がい者等に対する合理的配慮の提 

   供に努めること。 

（６）業務の引継ぎ 

   受託者は契約終了後、他者に業務の引継ぎを行う必要が生じた場合には、利用者 

  の利便性を損なわないように必要な措置を講じ、円滑な引継ぎに努めるものとする。 

 

１０．委託料等 

（１）契約限度額 

平成３１年度事業総額 ２５，９３０千円（税抜、別途消費税）を上限とする。 

各町村の事業費限度額は下記のとおり 

浪江町   ６，５２３千円（２５．２％） 

葛尾村   １，５７６千円（６．１％） 

双葉町   ２，５６４千円（９．９％） 

大熊町   ３，６９６千円（１４．３％） 

川内村   ２，０８３千円（８．０％） 

富岡町   ４，６６７千円（１８．０％） 

楢葉町   ２，７９４千円（１０．８％） 

広野町   ２，０２７千円（７．８％） 

 

   契約額については、本事業の目的を効果的に達成するために、８カ町村が協議 

し、８カ町村がそれぞれ負担することが適切と認める額とする。 

 ※優先交渉権者の決定や予算の執行は、平成３１年度の予算成立が前提となり 

ます。 

 

 


